














Making of Nation-State and Affirmative Relief 














































　第 1回帝国議会の衆議院議員は、1889（明治 22）年 2月 11 日に公布された衆議院議員選挙
法に基づき、1890（明治 23）年 7月 1日に行われた選挙によって選ばれた。
　衆議院議員選挙法によれば、選挙人の資格は、1年以上その府県内に本籍を定めて住居し、
1年以上直接国税 15 円以上を納める満 25 歳以上の男子（所得税については 3年以上納める者。
以下同じ）であり、被選挙人の資格は、同じく 1年以上その府県内に本籍を定めて住居し、1
年以上直接国税 15 円以上を納める満 30 歳以上の男子であった（鳥海 pp.254-5）。
　議員の任期は 4年で、議員定員は 300 名であり、選挙区は原則として小選挙区制で、全国で
1人区が 214、2 人区が 43（人口 12 万に 1人区を基準とし、18 万人以上を 2人区とした）であっ
た。また、投票は、記名捺印式で、2人区では連記制で行った（鳥海 p.255）。
　有権者数は、上記のような制限選挙制であったため、内地人口約 4000 万人の僅か 1.1％強の
約 45 万 3000 人であった。有権者の大部分は、主要な国税が地租であり、所得税負担者はごく
僅かであったため、2－ 3町歩以上の田畑を所有する農村の地主であった。都市部の有権者は、
農村部に比べて極端に少なく、たとえば東京府では人口 156 万（議員定数 12）に対して有権
者 5,715 人で、全国平均の人口比の約 1/4 の 0.37％であった。逆に滋賀県では人口 67 万（議員
定数 5）に対して有権者 1万 5,456 人で、全国平均の人口比の約 2倍の 2.31％と、都市部と農
村部では大きな不均衡があった（鳥海 pp.254-5）。
　立候補者数は定数の約 4倍強の 1,243 名で、政党別に、立憲改進党 246 名、愛国公党 45 名、
大同倶楽部 160 名、自由党 149 名、保守派 65 名、中立 186 名、派不明 392 名であった（大霞
会 p.212）。当選者は、大同倶楽部 54 名、立憲改進党 43 名、愛国公党 36 名、九州連合同志会（九
― 27 ―
州の民権派連合）24 名、自由党 17 名等で、民権派が過半数を制した（衆参議院 p.1）。大勢が
決すると、改称した九州同志会の呼びかけで、同年 9月 15 日、改進党を除いて、立憲自由党
が結成された。立憲自由党・改進党は「民党」と呼ばれ、野党であった（大霞会 p.212）。衆議
院議員の出身階層は、109 人が士族であり、府県会議員の経験者が 64％を占め、また職業別で
見ると、実業関係者が約 1/3 であった（佐々木 pp.285-6）。
２　第１回帝国議会の全体の概要
　第１回帝国議会は 1890（明治 23）年 11 月 25 日に召集された。同日、互選の結果、衆議院
議長・副議長に中島信行と津田真道が当選した。同月 29 日には開院式が行われ、天皇が勅語




































府県及び町村組合の救助義務（5 条、22 条）、④救助方法の制限（基準）（6 条）、⑤労働可能
者への労役・職業教習（7－ 8条）、⑥現金給付の禁止（9条）、⑦救助費用の償還（10 － 11 条）、
⑧府県立貧院への入院措置（12 条）、⑨家族以外の連結救助願出の禁止（13 条）、⑩出願に関






































２　衆議院での審議－同年 12 月 6 日の窮民救助法案第一読会－
（1）　第一読会の議論と審査委員の選挙


















































9名の委員が選ばれた。委員名と得票数は、末廣重恭 99 票、是恒眞揖 91 票、立入奇一 87 票、
今井磯一郎 84 票、安田　薫 80 票、田村惟昌 79 票、北川矩一 76 票、天春文衛 78 票、井上角
五郎 73 票であった。
　翌日（同月 9日）、審査委員会は、委員長（末廣重恭）と理事の選挙を行い。同月 10 日、審
査委員会に政府委員の出席を求め、同月 11 日、白根内務次官、荒川参事官が出席し、逐条に
つき質問を行った。翌 12 日、討論を行った結果、即原案を廃棄するが 4人、原案を修正する
が 5人に意見が 2分し、1人の多数を以て大修正をすることを決めた。
　同月 15 日、審査委員会は、白根、荒川の出席を求め、修正・削除を審議し、同月 17 日、再
び、白根、荒川の出席を求め、10 条の末項までの修正・削除を審査・結了した。また、末廣




























　②　原案第 3条を原案第 2条に包含させ、原案第 3条を削除する。
　③　原案第 4条の「13 歳未満ノ幼者ハ父母に随伴シテ救助…」の「13 歳未満」を「10 歳未満」










ものだからである。これに伴い、原案第 10 条及び原案第 11 条が、第 6条及び第 7条に
なる。
　⑥　原案第 12 条を削除し、原案第 13 条、原案第 14 条を合わせて第 8条とする。







　⑨　原案第 15 条から原案第 19 条までを第 11 条から第 15 条までとする。
　⑩　原案第 20 条を第 16 条（「府県知事は府県会の決議を経て窮民救助規則を設けることを
得」）と、第 17 条（郡市町村長は郡市町村会の議決を経て窮民救助の方法手続を定むる
ことを得）に分け、窮民救助の方法手続の決定を地方の自治に任せる方向に修正する。




















るとする論と、1872（明治 5）年 10 月に導入された「大区小区制」により、行政的役割は断
絶したとする論との争がある（荒木田 pp.38-9）。旧町村数は、1874（明治 5）年の 7 万 8,280
から 1877（明治 10）年には 7 万 1,711 に減少している。これは、廃藩置県により、旧来の村
請制の存立の基盤が変化し、旧町村の共同性の回復（一町村が複数の領主の所領とされたため、
２の町村に分立していた場合など）をはかるためのものと考えられている（荒木田 pp.43-4）。
この旧町村の規模は、平均して 500 人弱、世帯数で 100 戸程度のものであった。1884（明治













わせ始めるのである。1874( 明治 7) 年 3 月には、正副の区長・戸長は官吏に準ずることになり、
1876（明治 9）年 10 月には、区戸長の専断に委ねられていた区・旧町村の金穀公借、共有物取扱、
土木起工に住民の参与を求めた（総代制の創設）。




した。なお、府県会議員の選挙については、地租 5円以上を納付する満 20 歳以上の男子に選










翌 1880（明治 13）年には、区・旧町村に対する教育費国庫補助が廃止された ( 大島 p.171)。また、





































































　1888（明治 21）年 4月に公布され、翌 1889（明治 22）年 4月から施行された市制町村制は、
























　市制町村制が公布された年（1888［明治 21］年）の 6月 13 日、「町村合併標準」（内務大臣
訓令第 352 号）が出され、おおよそ、300 戸から 500 戸を標準として１つの町村とする町村合


















Ⅴ　衆議院での審議の続き－同年 12 月 22 日の第一読会の続き－
　1890（明治 23）年 12 月 22 日、窮民救助法案の第 1 読会の続きが始まると、議長の下に、
多くの発議申込者があった。賛成の発議者は 11 名（30 歳代 5人、40 歳代 5人、50 歳代 1人）で、
うち前歴が、県会議員と思われる者 6人、郡長と思われる者 3人、小学校教員・医師と思われ
る者各 1人であった。一方、反対の発議者は 31人（30歳代 20人、40歳代 10人、50歳代 1人）で、





















































町村合併標準提示（明治 21 年 6 月 13 日 内務大臣訓令第 352 号）に基づき、約 300 ～
500 戸を標準規模として全国的に行われた町村合併。結果として、町村数は 7 万 1,314
から 1万 5,820 へと約 1/5 に減少した。
注 4　 『女学雑誌』が社説で、法案の内容如何に関わらず、「政府が窮民を憐れみ助くるの」法
案を提出した「志」を褒めたり（遠藤 pp.63-4）、『時事新報』が有志を集めて行った擬

















合と戸長管区制」『史学雜誌』第 108 巻第 8号 1999
衆議院・参議院『議会制度百年史』（衆議院議員名鑑、院内会派編 衆議院の部） 1990
帝国議会議事速記録は、http://teikokugikai-i.ndl.go.jp/SENTAKU/syugiin/main.html から取得した。
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